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〈論文〉

地域子育て拠点施設としての保育所の機能と可能性

一一保育所ソーシャルワーク支援からの考察一一

l はじめに

本稿では.地域子育て拠点施設としての保育所

の機能について考察する。 2010年に閣議決定さ

れた「子ども・子育てビジョンiIJの方向性の

下. 2011年7月.i子ども・子育て新システム検

討会議」の作業グループから「子ども・子育て新

システムに関する中間とりまとめ(案)(2) Jが提

出された。厳しい社会情勢の1:1:1 • 全ての子どもの

最善の利益の実現に向けて新たな子ども・子育て

を支える機能を再生させる. というその理念に対

して異存はない。しかしその理念の実現のため

の制度変更は，本当に子どもの最普・の利益につな

がるのかについて.疑問に感じる内容も存在す

る。

そのひとつが.幼稚聞と保育所の一元化(幼保

一元化)である。報告では.3歳以上の子どもは

幼保が一元化されたこども閣(仮称)により.等

しく就学前教育を受けられる. という利点が強調

されている。しかしそもそも保育所における教

育機能については.幼稚園教育要領に準じて指導

することが文科省・厚労省聞の合意により 1963

年以来確保されており，教育に関して両者の整合

性が図れるようにすでに配慮されている 1九一

方，一元化により保育所に幼稚園と同様の保護者

と施設との直接契約制度が導入されることに対し

ては，行政責任の後退とともに141 保護者が子ど

もの権利侵害の状況にある場合. i保育に欠ける」

子どもが保育現場に繋がらない可能性の増加が危

倶される。

幼保一元化案は.これまでにも保育学会等から

内発的に提出されてきたが.今回は行政主導で外
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圧的に統合に向けて突き進んでいる感がある包そ

の問題点についての詳細な検討は本稿の目的では

ないが.保育所が児童福祉施設として果たしてき

た(もしくは果たすべき)機能を明確にすること

は.両者の機械的な合体だけでこれまでと同じ機

能を保障し子どもの権利の確保がはかれるのか

を.保育所側から疑問を呈する立場につながるだ

ろう。また.本稿では.本誌 36号でも述べた.

児童福祉施設としての保育所でソーシャルワーク

支援の実施について再確認し今日の保育所での

支援の可能性について検討していく。

2.保育所機能の変遷と支援の視点

2008年に改訂された新保育所保育指針から

「家庭養育の補完Jということばが消えた(ヘこ
れは.保育所が家庭の代替えではなく， i養護と
教育が一体化した保育」を通じて全ての地域の子

どもとその保護者に対して.独自の機能・サーピ

スを提供することを指向している表れといえよ

う。また.保育所が「入所する子どもの最善の利

益を考慮しその福祉を積板的に増進することに

最もふさわしい生活の場でなければならない」と

いう新指針の表現は.家庭や地域との連携のもと

今まで以上に保育所の専門性を用いて，子どもの

権利の実現に主体的に取り組む意思が示されてい

るといってよい。それでは， i子どもの最善の権

利の実現jのために.保育所はどのような機能を

果たしているのだろうかD

1997年の児童福祉法改正以前の保育所の機能

は.①保護者の就労支援機能 ②子どもに対する

養護機能 ③教育機能.であり.改正以後.

に④地域子育て支援機能が加わった司以下.それ
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ぞれの機能について述べると共に， r子どもの最
善の利益の実現」の視点から機能の実施の際に求

められる支援について考察する。

①就労支援機能

保育所の利用要件は.保護者の不在等により乳

幼児が「保育に欠けるJことである。この保育に

欠ける要件に「保護者の労働Jが含まれているこ
とから.保育所は間接的に保護者の就労支援の機

能を併せもつこととなった。

児童福祉法成立当初の保育所の利用は.貧困等

の理由のために乳幼児を養育しつつも母親が働か

ざるを得ない状況を想定していた。今日において

も貧困家庭を支える保育所の役割は変わらず重要

であるが.乳幼児をもっ母親の就労の一般化に伴

い，就労支援機能は質的に大きく変化した。具体

的には 1960年には保育所を利用する世帯のうち

所得税課税世帝は 2割に満たなかったのに対し.

2008年度の統計では，非課税所帯であることが

想定される保育料が月 l万円以下の家庭は2割に

満たない割合と，状況は反転している刷。つま

り，保育所の貧困対策としての就労支援の割合は

相対的に縮小し，一般家庭を対象とした保育の提

供による就労支援とへ変化しているといえる。な

お，実際的には就労支援の機能をもっとしても.

それは「乳幼児が保育に欠ける」という事態を通

じてのみのことであり.就労支援について明文化

されているわけではない。

保育所は「子どもの最普-の利議Jの実現のため
に保護者の就労等の理由で「保育に欠ける」子ど

もに対して保育を提供するが.その対象が「働か

なければ生活が困難Jという家庭生活保持のため
の就労支援から.保護者の自己実現を目的とした

就労支援.一時保育の利用要件である「保護者の

リフレッシュのためJの余暇支援.虐待傾向のあ

る保護者への子育て支援.と 現状では多岐にわ

たる。保育所の利用を通じて保護者を支援し保

育者との協働の下.間接的に子どもの権利実現を

中心に据えるためには.利用の際に.申請に基づ

き受け入れるだけではなく.保護者と子どもとの

関係性までを視野に入れたアセスメントが必要に

なってきていると考える。

②養護機能

養護の定義について米川ら (1988)は「養護J
概念の整理を試み，養護の一般規定が多岐にわた

りつつも， r対象が何らかの必要性をもつために.
それを『保護し援助するJ営みとまとめることが
できるjと報告している。養護機能は「日中の乳

幼児の家庭jの役割を果たす保育所の中心的な機

能であり.主に保育所職員である保育士によって

提供される。

保育所の中心的な機能であるにも関らず.養護

は子どもを育てること. とほぼ同意義に考えら

れ.いわば母親であれば誰でもできることとして

専門性を低く見られがちである。また.生活型施

設養護については「養護原理」として養護そのも

のの原理について検討されているけ}が.保育所独

自の養護の原理についてはほとんど検討されてい

ない。尚.平成 20年告示の保育所保育指針の中

で， r養護とは.生命の保持及び情緒の安定を図
るために保育土等が行う援助や関わり (8)Jと規定

されている。民秋 (2009)は保育指針の解説の中

で，保育の中で養護が教育と対概念として扱われ

つつ，教育の前提として養護が必要であること.

養護が「ひとりひとりに向けて行われるJとし
て.その独自性について説明している。

養護=ケアが子どもの権利を実現する手段とな

るためには.家庭生活と保育所での生活の連続性

に留意した子どもの生活の全体性を視野に入れた

ケアの提供が必要だと考える。例えば， 3歳児の

着替えを手伝う，というケアを考えてみたい。ケ

アの提供においては，衣服を清潔に保つという保

健衛生の視点，子どもの健康管理への視診，不自

然な傷がないか等の保育所以外の生活への気配

り.個々の子どもの発達段階に応じた適切な介助

や見守り，といった支援の他，子どもの生活全体

を視野に入れた支援が必要になる。例えば.子ど

もが家庭内の何らかのトラブルで情緒的に混乱し

ているときは，赤ちゃん返りといわれる発達段階

以上の介助を求めるかもしれない。また.着替え

の用意が適切で、はない(清潔でない.着替えがな

い)場合は.保護者の状況に応じた話し合い等の

支援も必要となるだろうロつまり.子どもの権利

を守るためのケアが成立するためには.保育所で
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の生活と保護者を含む子どもの家庭での生活全体

を視野に入れた支援が必要となる。なお.子ども

の生活全体を視野に入れたケアの提供を.社会福

祉援助職の価値に基づく支援技術として.以後ケ

アワークと記述する。

③教育機能

幼児教育が海外から導入された明治・大正期に

は.上流家庭の子弟が通う幼稚閣で教育を行い，

保育所(託児所)は子どもの世話をするところで

教育は必要ない.という認識があった49JD 児童福

祉法成立以降も.文部省管轄の幼稚閣は教育機関

であるが.厚生省管轄の保育所は教育機関ではな

い. という解釈が示され.同じ年齢の子どもに等

しく教育を提供すべきだという批判の対象となっ

てきた。この批判に応える形で 1962年の厚生省

と文部省の共同声明が提出される。これにより.

1963年に文科省・厚労省聞で，保育所における

教育機能については幼稚園教育要領に準じて指導

するという合意が形成された。以降.幼稚園教育

要領が改定された場合には必ず保育所保育指針も

追って改定され.幼児教育に|期して両者の整合性

が保たれてきている。

保育とは，建議と教育が一体化したものと捉え

られ.養護機能・教育機能を幼稚l童1.保育所それ

ぞれで果たすことが予定されている。また.2008 

年に改正された保育所保育指針では. I保育の指

導計画上の留意点Jとして.小学校との具体的な
関係づくりについて明記された。 1[1指針が「小学

校との関係に配慮する」という概念的な記述であ

ったのに対し小学校との述携.情報共有等が具

体的に記載されている。

長時間日中の時間をすごす保育所においては.

3歳児以上を対象とした教育機能は.養護を前提

として提供される。教育機能の実施場面は多くは

集団での指導を伴うが.その指導においてトラブ

ルを示す児童を.養護機能で確認した児童個別の

生活の全体性に関連して理解する視点が求められ

る。

④地域子育て支援機能

1997年の児童福祉法改正以後.以上の保育所

の機能に加え「地域子育て支援J機能が加わっ

た。児童福祉法には次のように記載されている。

「地域の住民に対してその行う保育に支障のない

限りにおいて.乳児.幼児等の保育に関する相談

に応じ助言を行うよう努めなければならな

い:101 Jcこれにより保育所は.従来の要件では保

護者が家庭におり「保育に欠けているとはみなさ

れない」児童とその保護者をも支援対象とするこ

とになった。具体的には.地域の子育て中の保護

者を対象に.育児疲労や急な育児ニーズに対応す

る一時保育や日常的な育児のノウハウを地域住民

に提供する育児相談等を通じて，保育所業務の一

環として全ての保育所で実施される他.地域の子

育て支援機能を特化した.保育所に併設されるセ

ンター型地域子育て支援拠点施設でも支援が行わ

:11.るD

保育所が地域にサービスを提供すること自体

は， 1997年の児童福祉法改正以前から実施され

ていた。保育所の機能を地域に還元する施策とし

ては. 1977年に補助金事業として「都市児童健

全育成事業の実施についてJが打ち出され.閣庭
開放・乳幼児健全育成相談事業が開始されてお

り，先駆的な保育所が地域活動に取り組んでい

た。これらの園庭開放や乳幼児をもっ保護者への

育児相談は.保育所が従来もつ専門技術を地域に

開放することであか基本的に新しい支援技術を

必要としない。育児に関する保護者への相談は.

養護機能の実践の際に保育所で日常的に実施して

おり.子どもへの支援と共に 保育技術の中に含

まれる(野湾. 1989)。また園庭開放は.保育所

内での保育技術を地域の親子に提供する.という

ことで事業目的を果たすことができる。

これに対しセンター型地域子育て支援拠点事

業においては.保育所利用家族以外の地域の要支

援家族に対する支援が求められる。これは子ども

へのケアワークを基盤としておらず.保育所がこ

れまで実践してこなかった支援である D つまり.

地域子育て支援機能については， a) 従来から保

育所が実施してきた「保育技術の地域社会・住民

への提供i とb)従来実施してこなかった地域
支援.の両方を含んでおり.地域子育て支援機能

の実施についてはさらに検討が必要となる。

以下.地域子育て支援拠点事業として保育所に

求められる内容を確認し保育所が実施できる地
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域子育て支援機能と，保育所だけでは実施できな

い地域子育て支援機能について考察を進める。

3. 地域子育て支援拠点事業について

(1)地域子育て支援拠点事業の成立経過

地域子育て支援センターは エンゼルプランに

基づく延長保育，一時保育の推進等を含む「特別

保育事業Jのーっとして.市町村が実施保育所等
を指定する保育所併設の形から 1995年に開始さ

れた。その後.少子化に伴う地域での子育て支援

の要請が高まる中で.事業の追加.開催形態の多

様化なと実施要項について 2000年. 2004年.

2006年のそれぞれに改正が行われた。さらに.

2007年.すでに独自に子育てサークルや親子の

集いの場を設けていた児童館と. NPO等多様な

実施主体によって柔軟に開催が期待されるつどい

の広場を加える形で，地域子育て支援拠点事業

「センター型Jrひろば型Jr児童館型」として再
編され.今日に至っている(表 1)。また，子育

て支援事業の法的根拠を明確にするため. 2008 

年に児童福祉法が改正され「地域子育て支援拠点

事業Jが法律に位置付けられることになった。
地域子育て支援拠点事業実施要網(11)によると.

センター型の設立目的は， r子育ての負担感等の
緩和を図り，安心して子育て・子育ちができる環

境を整備するため.地域における子育て支援拠点

の設置を推進し地域の安|宵に応じたきめ細かな

子育て支援サービスの提供を行うことにより，地

域の子育て支援機能の充実を図ることjとされ

る。実施主体は特別区を含む市町村だが.その運

営は社会福祉法人. NPO法人等に委託すること

ができる D 次世代育成支援対策推進法により.市

町村に子育てに関する行動計画の策定が求められ

る中で.各自治体の子育て支援の中核的拠点施設

として公営の複合的な子育て支援センターも設立

されてきている。保育所は.センター型地域子育

て支援拠点の中で2008年3月現在82%の割合を

占めている(図 1)。今後，医療機関や公的機関

で実施されるセンター型の子育て支援拠点が増加

する可能性はあるが.保育所がセンター型におい

表l 地域子育て支援拠点事業

ひろば型 センター型 児童館型

常設のつどいの広場を設け. 地域の子育て支援情報の収集・提 民営の児童館内で一定時間つど

機能
地域の子育て支援機能の充実 供に努め.子育て全般に関する専 いの場を設け.子育て支援活動
を図る取り組みを実施 門的な支援を行う拠点として機能 従事者による地域の子育て支援

すると共に地域支援活動を実施 のための取り組みを実施

実施主体 市町村・(特別区を含む)，社会福祉法人.NPO法人，民間事業者への委託等も可

基本事業
①子育て親子の交流の場の提供と交流の促進 ②子育て等に関する相談・援助の実施 ③地域の
子育て情報の提供 ④子育て及び子育て支援に関する講習等の実施

①~④ ①~④ ①~④ 

実施形態
出張広場の実施 地域支援活動の実施 地域の子育て力を高める取り組
地域の子育て力を高める取り みの実施
組みの実施

子育てに関する知識・経験を 育児・保育に関する相談指導等に 子育てに閲する知識・経験を有

従事者
有する者 (2名以上) ついて相当の知識・経験を有する する者(1名以上)+児童館職

もので.地域の子育て事情に精通 員が協力
した者 (2名以上)

実施場所
公共施設の空きスペース.尚 保育所.医療施設.公共施設等 児童館
脂街空き庖舗.民家等

開設日数等
週3-4日.週5日.遡 6- 週5日以上 週3日以上
7.1日5時間以上 l日5時間以上 1 1:1 31時間以上

*地減子育て支援センター(小規模型)については.平成21年度末までに.ひろば型かセンター型へ移行
出典:厚生労働省地域子育て支援拠点事業実施要綱より抜粋して作成
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て大きな割合を占めるこ とに変わりはないだろ

う 。 さて.センター引については他の 2 つのüil~

にはない「地域支援活動の尖胞Jが求められてい
る 主総要綱によると 2つのili動が記されてお

り.一つは「公民館や公|申|等地成にi政!iが/i'dI刷、

て.税チ交流や子育てサークルへの援JJ}Jキ};のJU!.lJx
支援出動を実施Jという/l¥';J~ )r;~似 iiに制するもの
であるが.今ひとつは「地域支援ili動の"，で.よ

り!Tr点的な支援が必~・であると判断される家庭へ

の対応jであり.センター引の機能として地械で

の 11崎別文段.アウトリーチilî動がj~J1与されている

ことがわかる。この役wりをJUJ1，'J'されるliUFrr.とし
ては. 育児 - 保有に |射 する~:lI i淡指導等について村|

当の知識 -経験をギiするもので地域の ruて'jf

mに相通した者.が氾1定されている。2008{I:.山
のひろば型の補助単自lIiがセンター型とItijじ迎511 

)~~においては 4.355.000 円であるのに対 し.七ン

ター型では 7，485.000 円が~I・ 1'. されている tji.純

な比較は岡信It:だか従lJf汗の数が等しいことを与ーえ
ると.この補助額の迎いは従'Ji. ~'への文払いが反

映されていることが45・えられ.そのままセンター
型の従!J~1í'(二 2.5い専門1"1:が求められていることを

示す しかしその専門性の|人l行については. 1<. 

によよる限り J[.体的に税定されているわけではな
し、。

(2)保育所1JI:説明地域一子育て支援センター (地妓

子育て文按拠点 ~Jf.業) の機能

保育に欠けるチどもへのケアワークを中心に据

えて.その椀利擁護のための保護者支援.地域へ

の働きかけを実施してきた保育所の職務と.地域

r'fiて支援センターでの職務は異なる。例えば.
センターに米所するrどもは基本的に保育に欠け
ておらず.保護f'iによるケアを受けている.子ど

むのf及いに長けた保育J9rワーカーカfケアワークを
舵{jhすることは.保護者の殺としての白日の政失

にさえつながる 抜放の研究者も保育所と地j或子

Ttて支援センターでは興なる技術が;]<:められると

が;，論付けている(十l号本. 2003. 西村 2005. ノj、

山(，f.2004. 鈴木. 2007. 新)11. 2007.) 0 111 IiLf: 
(2007)は 保有所のj也威子育て支援の問題点と

して ψlJ的な限界 色支援対象のずれ (子育

ち.税チ関係の円消化.には.一定の効来がある

ものの地域社会づくりの支援，親の生活づくりの

支援.にはなかなか附み込めなし、) ③職員の点

門性のずれ (1手親へのエンパワメント.コミュニ

ティワークまでは休日fO ③事業が期待したもの

とのずれ.を指摘した上で.ネットワーク形成.

ソーシャルワークを保育士の業務とするか有かに

ついては縦IIlJの戸もある.と述べている。

-)Jで.dill町村がrどもと家族の相談に関して
第一義的に!'['~百をもっとき . 保育所は地域におい

て重姿な役;'測を以たすことが期待される 金子
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(2007)は.保育所の「強みJは，子どもとその
保護者に日々接し.働きかけていけるところであ

ると指摘する。その特性を生かし虐待傾向のあ

る保護者や気になる子どもへの見守り.発見など

が.要保護児童対策地域協議会の中で保育所に期

待される (1九課題をもっ親子の支援にあたる際

に.保育所単独ではなく.他機関とのネットワー

クの中で役割を果たすことが今後ますます必要と

なる。また.金子は全国の地域子育て支援センタ

ーへの質問紙調査の回答から「今後センターに求

められる専門性Jについて，①子どもと家族を個
別的に支援する力 ②家族を支援するための関係

調整力 ③親のエンパワメントを高める力 ④保

育力 ⑤アウトリーチ ⑥子供と家族が抱える問

題への対応力 の6点にまとめている。金子はこ

の調盗結果を踏まえ，子育て支援拠点の方向性と

して①地域福祉の拠点 ②ソーシャルワーク機能

の展開 ③地域ネットワークの構築④アウトリ

ーチ，が必要であると指摘している(金子.

2007)。これは.先に挙げた山際の指摘した保育

所の地域子育て支援センターの課題と重なる。つ

まり.保育所の地域子育て支援センターにとっ

て.コミュニティワークを含むソーシャルワーク

は.実践が必要でありながら実際としては踏み込

むことが困難な領域なのである。

地域子育て支援センターに主に求められる役割

は，一言でいうと子育てに関する親支援である。

支援センターでの職務は.子どもを媒介としなが

らも最初から保護者への関わりが中心となるとこ

ろが.保育所の職務とは異なる。また.求められ

ているのは「地域子育て支援」であり，支援セン

ターに来所した保護者と子どもの支援だけでな

く.地域で生活する保護者と子ども全体を視野に

入れた支援が必要となる。 中林 (2004)は.地域

子育て支援の開始によって「子どもにとっての専

門家であればよかった保育士は.子どもだけでは

なく.保護者たちの抱える仕事や家庭・家庭の悩

みにも触れながら.深く人と関わることを求めら

れるようになったことに混乱を覚えている」と保

育現場の戸惑いについて記している。

歴史的な視点から見れば.セツルメントをその

ルーツのひとつとする保育所が.児童福祉施設と

して「子どもの権利擁護のために」地域支援を行

うのは自然な流れである(土田.2003)。しかし

基本的にケア専門職である保育所ワーカーが.ケ

アワークと切り離して地域の要支援家族に支援を

提供し地域全体を視野に入れた支援を期待する

ことは.果たして妥当なのだろうか。保育所に

は.ケアワークを核とした保育所にふさわしいソ

ーシャルワーク支援を求めるべきではないのだろ

うか。

保育所が要保護児童地域対策協議会の一員とし

て，虐待の恐れのある保護者とその子どもを保育

所利用の場で見守ることは，今後とも重要な役割

となるであろう。一方.保護者による子どもの権

利侵害に対して.保育所の関わるべき範囲につい

ては， i支援に困難がある場合は児童相談所等に
連絡し相談するJ以外には明確ではない。
保育所は，子どもの権利実現のためにソーシャ

ルワーク支援を提供するが現状ではソーシャル

ワークの実施機関とは一線を画する。この意味

で.保育所でのソーシャルワーク支援の独自性と

限界を明確にしておくことは.地域での専門職と

のネットワーク形成の際にも重要となるであろ

つ。

4.保育所でのソーシャルワーク支援

の独自性と限界

保育所は.子どもの最善の利益の実現のためケ

アワークを提供し.その連続線上にある課題解決

のためにソーシャルワーク支援を使用する。ここ

では.i保育所でのソーシャルワーク支援Jの独
自性と限界について検討し保育所における適切

なソーシャルワーク支援について考察する。

(1)保育所でのソーシャルワーク支援の独自性

まず，保育所でのソーシャルワーク支援の独自

性色児童ソーシャルワークの定義に比して検討

する。児童ソーシャルワークとは.ソーシャルワ

ークを児童分野に適用したもの. と捉えることが

できるが，その独自性について.谷口 (2001) 

は.以下のように述べている。「児童ソーシャル

ワークの基本的特徴は.児童の発達を支援すると

同時に家族の成長を支援するという焦点と介入の
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構造的二元性をもつこと.児童.家族それぞれの

福祉の実現を凶るだけでなく.その二元性を児童

の権利の実現を目指して克服し家族レベルで統

合をはかることであり.児童の権利実現と同時に

家族の普遍化した養育困難性をサポートする家族

支援システムの構築.家族のエンパワメントアプ

ローチが必要である」この定義では.児童にとっ

て家族がその権利実現に不可欠な存在であるとこ

ろに独自の領域を提示し支援対象を児童とその

家族に規定している。さらに谷口 (2003)は.個

別の家族の困難性だけでなく.予防的役割を果た

す家族支援システム構築の必要J性.問題解決の主

体は家族であるという意味でのエンパワメントア

プローチについて言及している。

一方.保育所でのソーシヤルワーク支援は.就

学前児童の主体的側面から.子どもの権利擁護に

軸足をすえつつ.その擁護にかかせない保護者.

その環境としてのコミュニティを視野に入れる c

それゆえ.保育所は保護者の支援を行うが.それ

はあくまでも子どもの格.利擁護のための支援.つ

まり子育ての主体者足るための保護者への支援で

あって.例えば.保護者個々の自己実現そのもの

を指向するわけではない。また.保護者が子育て

に関わっている.という文脈での支援であり.親

権喪失宣告が必要となるような場合一例えば.保

護者が子育てをまったく放棄し他者による養育が

適切とされるような不グレクト.子育ての主体者

として不適切であり.児童の保護者となりえない

身体的・心理的・性的虐待等で家族分離が適切と

されるような場合は.保育所での支援の守備範闘

を超える。これらのケースは児童相談所に速やか

に送致し状況によっては権威的なハードアプロ

ーチ(才村. 2008: 20)のもとにおかれること

が適切である。

具体的には.保育所は.保護者が児童虐待等の

明確な権利侵害に及んでいる場合には，児童相談

所等の児輩ソーシャルワーカーにケースを送致す

る。このような述統性を確保する為には. 日頃か

ら専門機関同士がネットワークを形成することが

必須である。

保育所でのソーシャルワーク支援は.保護者に

よる子育てが可能な状況においてのみ.実施され

る。つまり.保育所でのソーシャルワーク支援

は.保護者と子どもをのセットを子どもの権利擁

護に欠かせない基本単位として捉え.かつ自らは

権利擁護の術をもたない子どもの主体的側面にた

ち.その権利を保障するために次の3点lこ働きか

ける。①就学前の子ども.及びその子育ての主体

者としての保護者 ②子どもと保護者との関係性

③子どもの環境.及び保護者による子育てを支

援する文脈での環境.である。具体的には.日々

の保育においては子どもへのケアワークを基盤と

して.子どもと保護者の関係性.保護者¥子育て

環境としての地域社会に働きかける。

(2)支援システムの中での子ども・保護者への支

援

保育所での支援は.子どもの最大|恨の権利実現

を目的とした子どもへの支援と.保護者・による

「子育てに対する」支援であることを確認した。

上記で述べたように，親子分離が必要となった時

点で保育所による支援は限界を迎えるが.このこ

とは.保護者と子どもが一緒に生活している場合

は.子育ての主体者として不安を感じる保護者で

あっても.子育てをめぐりパートナーシップをと

ることが可能な場合は.保育所として何らかの支

援を提供するべきことを示唆するc

しかし実際には.生活困難等からストレスを

抱え虐待を加える可能性の高い保護者.何らかの

障害をもち応対に苦慮する保護者等.子どものケ

アワークを支援の軸に据える保育所で対応するに

は「手に余る」と感じられるケースが多いこと

が.現場から報告されている。これらの「困難ケ

ース」は.その解決のための専門機関等と保育所

がネットワークを組み.支援に当たることが必要

となる。具体的な構成機関は子ども・保護者のも

つ問題状況によって異なるが，子どもと保護者.

保育所.支援ネットワークの 3者の関係につい

て.保育所の視点から整理を試みる。

①保育所が.子ども・保護者の課題に対応できる

場合

これは.従来保育所が支按対象として想定して

いる，健常児とその健全な保護者を対象とした支

援である。提供されるサービスは.子どもへのケ



28 

γ

⑩
 ⑮

 
1';(12 

アワークをはじめとする保行の提供 保護荷がf

育ての主体者であるための子育て支援に|刻する相

談 ・桁議.子どもと保謎ti.との関係への介入，保

護者同士の関係づくり 等である j也践の支援機

関はネットワークを構成しつつも.特に介入はな

い。Lの場合は.支援ネットワークlふ保育所に

予防的な見守りのi文句jを民たす《この場イ?の 三日

の|刻係は図2のように示される《

②保育所が提供する子ども ・保護行のJC援に.サ

ポー トが必要な場合

この場合は. a) 保育所がT:として r どもと I~~

護者に関わり.保育所を.t般ネッ トワークがfIllJ1M 

的にサポートする場合と. b)支般モットワーク

と保育所. 保説者が連絡1]~J~r~する '1 1で • (;Z '，I~J分担!

を行い.総体として子どもと保護者に主援を舵Ut

する場合.に分けられる。b)の助合は. Tども
と保護者のケースを.要保護児m対策地域協議会
などの協議に上げ. 連~~~のもとで支援する場合と

考えられる。この場合のベー才?の関係[よ1113. 111-1 

のように示される

a，チどもの慌利を守るために親子分離が必告さで.

子どもが保護cfi- とともに地域でのll~ i丙が送れな

い場合

この場合は.保育所として提供できる之慢の範

問を越え.主として児童相談所の介入が必裂とな

る。保有所は.設ー保護児，'j¥対策地域協品会のメン

/¥ーとして.子どもが保護釘の元へMる場合にI，m

I'~I 3 

t;(l.J 

〉⑮

@ 

⑩ 

L';(15 

えでのi¥f_¥11mを述般の'11で行う この場合の三1';-の

l弘1{;f: Iふ 1115のようにぷさuる
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戸一子どもへの支援
ケアワーク|

L一子どもとその保護者の|関係性への支銭 保育技術

保護者への支援
ソーシャルワーク支子差

専門機関との連携

コミュニティへの介入

図6 保育所のケアワークとソーシヤルワーク支援の分担

(3)保育所でのソーシャルワーク支援の構成要素

地域子育て支援を含めた 保育所でのケアワー

クとソーシャルワーク支援との分担について.図

6に示す。

保育所ワーカーは子どもと保護者の生活の全体

性を捉え.ケアワークを含む保育技術・ソーシャ

ルワークの技術を用いて次の対象に介入する。①

就学前の子ども ②子どもと保護者との関係性

③子育ての主体者としての保護者 ④子どもの環

境及び保護者による子育てを支援する環境.以上

である。この保育実践の成立には.エコロジカル

・パースペクテイプが有効である(土問.

2006)。エコロジカル・パースペクテイブは.保

育所ワーカーが目指す子どもの最適な発達支援・

最適な生育環境形成において，人と環境との交互

作用とし寸悦点、から子どもや家族の現在の.そし

て潜在的な資源のストレングスに働きかけ.環境

側の応答性を高めていくことを視野に入れた保育

実践を可能にする。この際不可避となる子どもの

保護者への働きかけについては.親のウエルビー

イングは子どもの福祉の実現につながるという基

本理念のもと.育児支援プログラムを通じて子ど

もの生育環境をトータルに改善する取り組みにお

ける重要な構成要素と認識する。

図6の「コミュニテイへの介入Jは.保育所の
地域子育での実践と重なってくる部分であるD し

かし保育所保育を基盤にしたコミュニティへの

関わりが.保育所を利用している子どもからエコ

ロジカルな広がりの中で成立するのに対し地域

子育て支援においては.子育てに支援的なコミュ

ニテイの成立自体を志向する点が異なる。つま

り.地域子育て支援は立地するコミュニテイの謀

題解決を目指した働きかけを基盤にして成立し.

そのサービスを.子どもと保護者が利用するので

ある。もちろん.保育所保育においても.サービ

スを利用する子ども・保護者への支援・課題解決

を指向したコミュニテイへの介入も実際には存在

するが.同じ「子どもの最善の利益の実現Jを価
値としてもちつつも 保育所保育と拠点施設にお

ける地域子育て支援とでは.支援形成の動機づけ

が異なることに着目したいc

子どもの権利を実現するためには.保育所内だ

けではなくコミュニティまでを視野に入れた地域

子育て支援は重要であるといわれつつも.保育所

によってそれが実践されるための条件については

明確になっていなL、岩間 (2011)は，ジェネラ

リストソーシャルワークの視点から.地域を基幣

としたソーシャルワークの機能として.①広範な

ニーズへの対応.②本人の解決能力の向上 ③連

携と協同 ④個と地域の一体的支援 ⑤予防的支

援 ⑥支援困難事例への対応 ⑦権利擁護活動

⑧ソーシヤルアクション.の 8つを挙げている。

保育所でのソーシャルワーク支援の対象は.子ど

もと子育ての主体足る保護者とその環境に限定さ

れる。よって.岩間の示す8つの機能は.対象者

の状況に応じて.図 2.3.4の総体として提供さ

れることになるだろう。

2. の保育所の機能の頁で結論を出せなかった.

保育所によって実施できる地域子育て支援機能

仁保育所だけでは実施できない機能について

は，本稿では以下の様に結論を出しておきたし、0

・保育所による地域子育て支援機能は.基本的に

保育所がもっ専門技術(ケアワークを含む保育技

術.乳幼児に関する知識等)を地域の子育てに関

わる保護者に提供することにより実施する。子ど

もとその保護者が抱える課題については.保育所

単独で解決が図れない場合は.保育所のもつネッ

トワークにより支援するc
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地域の乳幼児をもっ保護者 保育所 出会いの経験

保育サービスへのニーズ 保育サーピスの提供 子育てに|関する辿帯の形成

-日中の養育者の不在 子育てに附する述417の形成 -コミュニティニーズへの

-育児ストレス・育児不安一一一惨 -保育者と保護者の関係 気づき

-子育て仲間の不在 -保護者同士の仲間作り -子育ての主体者へ

-子どもの友達の不在 保育所の雰凶気・文化 コミュニティ形成

-子どもの椀利の将軍

-地域・|則係機関との協働

サービスの利用者 ーーー炉 く工共感性の獲得二〉 ー一一炉 サービスの担い手

図7 保育所を拠点としたコミュニティ形成

5. おわりに

一地域子育て拠点施設としての

保育所の可能性について-

地域の子ども・保護者の全てを対象とする地域

子育て支援の実施により.保育所は主に就学前の

子どもをもっ地域住民の出会いの場となる可能性

を開いたと考える。つまり. i保育に欠けない親

子jが保育所の支援対象となることにより，保育

所は「子どもの保育ニーズ」に関わり地域住民が

「出会う」場となることができる。

地域社会の連帯の崩壊は.自然にあった子ども

の見守りの視線を崩壊させ.保護者と子どもがそ

れぞれに孤立した子育てのしにくい地域につなが

ってしまった。保育所に来る子ども・保護者は地

域住民であり. i地域のあり方」はそのウエルビ
ーイングに大きく影響する。出会いにより他者の

問題状況について理解する機会を得. i子育てJ
という共通体験のもと異なる状況下にいる保護者

同士が.福祉コミュニティ形成(13)に欠かせない

共感性を獲得していくことができると考える。こ

の際.保育所が意識的に利用者をつなげていくこ

とによってつむぎだされた連携は，保育所を拠点

としたコミュニティ形成につながる可能性をも

っo つまり.保護者がサーピスの利用者というだ

けでなく，サービスの担い手となって.主体性を

もった地域住民となっていくことができるのでは

ないだろうか。

このイメージは.図7のように示される。保育

所を利用するのは「日中保育に欠けるJ子どもと
その保護者.そして地域の子育て中の保護者とそ

の子どもである。保護者は各自の「保育サービス

へのニーズJ充足目的で保育所を利用するが.そ
こで保育所ワーカ一 保護者 地域住民と出会

い.それぞれの子育てにかかわる困難な状況を知

り.理解し共感していくことで.子どもの最善

の利益の実現のために協働していく可能性を聞

く。この「出会い」は，保護者が子育ての主体者

であることを支援する保育所側の関わり，子ども

の最善の利益の実現に向けて，子ども，保護者.

コミュニテイの課題にまで真撃に取り組む保育所

の理念.関わる人一人ひとりを大切にする保育所

の文化，のもとで，創造していく可能性をもっと

考える。そして，このコミュニティ形成のもと.

保育所はまさに子どもの権利実現のための地域福

祉施設の役割jを果たすことができる。

注

本稿では幼稚園の機能については考察していない。

従って.幼保一元化についての批判は.本稿では成

立していないことをお断りしておく。

(1) 内閣府少子化対策ホームページ http://www 

8.cao.go.jp/shollshi/vision/index.html (2011. 8.参照)

(2) 内閣府少子化対策ホームページ http://www 

8.cao.go.jp/shollshillOmotto/08kosodate/wglkihon/k_14 

Ipdf/sl-2.pdf (2011. 8.参照)

(3) 課題があるとすれば.就学前教育が義務付けら

れていないため在宅で過ごしている 5，6歳児への
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教育保障の方であろう.

(4) 子ども・子育て新システムの問題点については.

伊藤間平 (2011)r子ども・子育て新システム」と
子どもの権利再考 月刊保育情報. No.416 pp.2-

15. 参照.

(5) 厚生労働省編 (2008)r保育所保育指針 解説
書:Jフレーベル館.
(6) 平成 18年地域児童福祉事業等調査結果より引

用.調査結果として挙がっているのは保育科のみ

で.保育科の減免については各自治体によっても

異なるため.保育料 l万円以下が必ず非課税世帯

とは限らず.課税Ilt;1tiを合む可能性もある.この

立味では.非課税111:帯の相対数は 2割を切るこ

とは間違いないことからヲ11日した.

(7) 例えば，小館 (2004) は山並養護の基本原理に

ついて. 1.人権の尊況と自己実現 2. 家族の尊

重と家族関係の調整 3. f問の樟重と集団の活用

4. 社会関係の重視と社会参加.をあげている.ま

た.坂本ら (2006)は.養護の原理として.養育

・保護・子どもであることの回復.生活力の習得.

生命倫理観の醸成.の5つを挙げている

(8) 平成20年3月281::1 厚生労働省告示 141号 第

3章保育の内容.前文.

(9) 詳しくは.土由美世I.2∞5. I保育所機能の歴
史的変遺と子育て支按保育J.r京者1)光華女子大学
研究紀要j第43号. 161-179.を参照

(10) 児童福祉法第48条の3の記述

(11) 厚生労働省ホームページで参照可能 http : 11 

kosodatehiroba.comlpdf/09boxlh21 kosodatckyoten -jis-

shiyoukou.pdf#scarch =・地成子Tiて支援拠点事業実

施要綱.

(12) 詳細については次を参照 M児発0331第6号平

成 22年 3月31日「要保護児童対策地域協議会設

置・運営指針について」

(13) 1河村重夫. 1974 r地域福祉論(社会福祉選書
①)Jより
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